
 阿賀野市市長の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則をここ

に公布する。  

  令和８年７月１日  

                    阿賀野市長 加 藤 博 幸  

 

阿賀野市規則第２６号  

   阿賀野市市長の権限に属する事務の委任及び補助執行に関する規則  

 市長の権限に属する事務の補助執行に関する規則（平成２７年阿賀野市規則

第２１号）の全部を改正する。  

 （趣旨）  

第１条 この規則は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２

の規定に基づき、市長の権限に属する事務の一部を、教育委員会、選挙管理

委員会、監査委員、農業委員会及び固定資産評価審査委員会（以下「委員会

等」という。）に委任し、又は補助執行させること等について、別に定めが

あるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 （委任事務）  

第２条 市長は、別表第１に掲げる事務について、同表の区分に応じた事務を

それぞれ委任する。 

２ 前項の規定により委任を受けた事務を処理する場合において、異例又は特

に重要と認められる事項があるときは、当該事項の処理について、市長と協

議の上定めなければならない。 

 （補助執行事務）  

第３条 市長は、別表第２に掲げる事務について、同表の区分に応じた事務を

それぞれ補助執行させる。 

 （補助執行事務の専決及び代決）  

第４条 前条の規定により事務を補助執行させる場合は、阿賀野市事務決裁規

程（平成２５年阿賀野市訓令第８号）の例による。この場合において、部長

の専決事項は副市長の専決権限とする。 

 （臨時的事務の委任及び補助執行）  

第５条 別表第１に定める委任事務及び別表第２に定める補助執行事務のほ

か、必要がある場合は、臨時的事務又は期間の定めがある事務について、こ

の規則の定めるところにより委任し、又は補助執行させることができる。 

２ 前項の規定に基づき委任をしようとするときは、委任の相手方、内容及び

期間を告示するものとする。  
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 （その他）  

第６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則  

 この規則は、公布の日から施行する。  

別表第１（第２条関係）  

 委任事務  

区分  事務  

教育委員会  (１) 教育委員会の所管に属する行政財産の目的外使用の使

用料の額の決定及び減免に関すること。  

農業委員会  (１) 農業委員会の所掌に関する収入の調定及び通知に関す

ること。  

(２)  独立行政法人農業者年金基金法（平成１４年法律第１

２７号）第１０条の規定に基づき委託された事務に関す

ること。  

(３) 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）

第４条第３項第１号に定める農用地の利用権設定等促進

事業に係る事務に関すること。  

(４) 新潟県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する

条例（平成１２年新潟県条例第８号）に基づき権限移譲

された農地法（昭和２７年法律第２２９号）の事務に関

すること。  

(５) 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法

律第１０１号）第２２条第２項の規定により業務委託さ

れた農地中間管理事業に関する事務  

別表第２（第３条関係）  

 補助執行事務  

区分  事務  

共通事務（当該委員会

等の所掌に係る事務に

限る。）  

(１) 予算の調製及び執行に関すること。  

(２) 市議会の議決を経るべき事件に係る議案

の作成に関すること。  

(３) 市長の規則等の制定に関すること。  

(４) 契約に関すること。  

(５) 物品の管理及び処分に関すること。  



(６) 補助執行事務に係る補助金・委託金等の他

の機関に対する申請及び報告に関すること。 

(７) 市税外収入金に関すること。  

(８) 歳入歳出外現金の徴収、還付及び充当に関

すること。  

教育委員会  (１) 教育財産の取得及び処分に関すること。  

(２) 動産（現金を含む。）及び不動産の寄附受

納に関すること。  

(３) 総合教育会議に関すること。  

 


